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連 QOL(Health-related Quality of Life; 以下，HRQOL)に及ぼす影響を明らかに
することを目的として実施した。さらに，身体活動量の低下は身体機能の低下を引
き起こすと考えられるため，両者の関係を分析した。対象は，福島県南相馬市鹿島
区の計 5 か所の仮設住宅（福島第一原子力発電所から 31～47km）に居住している
65 歳以上の 64 名（男性 19 名，女性 45 名；Temporary housing group）と，避難
を経験しなかった，同地域の自宅に居住する 65 歳以上の 64 名（男性 33 名，女性
31 名；Home group）とした。測定は平成 26 年 12 月 2 日から平成 27 年 1 月 22 日
の期間で実施した。 
対象者の身体活動量の指標には，1 日平均歩数を用いた。対象者に 3 軸加速度セ
ンサー活動量計 e-style2（スズケン社製）を貸与し，機器に記録された連続した 7




定には，Timed Up and Go test（以下，TUG）を用いた。HRQOL の測定には，国際
的に用いられ，妥当性が証明されている質問紙である The Medical Outcome Study 
Short-Form 36 v2™  (SF-36v2™ ；以下，SF-36)を用いた。解析には SF-36 の 8 つ
の下位尺度（身体機能，日常役割機能（身体），体の痛み，全体的健康感，活力，
社会生活機能，日常役割機能（精神），心の健康）のスコアを用いた。 
統計学的解析には  SPSS Statistics version 21 for Windows（日本アイ・
ビー・エム社）を用いた。1日平均歩数，TUG，握力，SF-36の下位尺度のスコアの
各測定値について，両 group のデータの正規性を Shapiro-Wilk 検定で確認した
後，両 group 間の測定項目の平均値の差を対応のない t 検定または Mann-Whitney
検定を用いて検討した。危険率 5％未満を統計学的に有意とした。 
1 日平均歩数は，男性では Temporary housing group で 4,716±3,230 歩/日, 
Home group で 7,121 ±3,494 歩/日，女性では Temporary housing group で 4,165
±2,805 歩/日，Home group で 6,302±3,276 歩/日であった。男女とも Home group
に比べて Temporary housing groupでは少なかった（p<0.05）。低身体活動量者の
割合は，女性で Home group に比べて Temporary housing group で高かった
（p<0.05）。TUGの遂行に要した時間は，男女とも Home groupに比べて Temporary 
housing group で長かった（p<0.01）。握力は男性でのみ，Home group に比べて
Temporary housing group で低かった（p<0.01）。Temporary housing group にお
ける 1 日平均歩数と握力の間には，男女とも正の相関関係が認められた
（p<0.05）。1 日平均歩数と TUG の間には，男性でのみ負の相関関係が認められた
（p<0.01）。SF-36 の下位尺度のスコアは，女性の身体の痛み(Bodily pain)のス
コアで Home groupに比べて Temporary housing groupで高かった（p<0.01）。 
本研究の結果，対象者の 1日平均歩数は，男女とも Temporary housing groupで
は Home group に比べて 1 日平均歩数が約 33％少ないことが示された。この歩数は
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判  定  合  格 
 
上記 3名の審査委員会委員全員が出席のうえ，平成 29年 6月 15日の第 143回広
島大学保健学集談会及び平成 29 年 6 月 15 日 本委員会において最終試験を行い，
主として次の試問を行った。 
 
 1 アウトカムとしての HRQOLの意義と重要性 
 2 仮設住宅居住者への理学療法介入の最適な時期 
 3 被災地の現状と今後の研究の展望 
 4 放射線災害の特殊性と本研究との関連 
  5 対象者の一日平均歩数と全国平均値との比較 
  
これらに対して極めて適切な解答をなし，本委員会が本人の学位申請論文の内容
及び関係事項に関する本人の学識について試験した結果，全員一致していずれも学
位を授与するに必要な学識を有するものと認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
